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大学の「強み」の強化と連携方策について（案） 

 

 

１．大学の「強み」の強化 

 

■ 平成 17年１月 28日の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像（以下「将来像答申」

という。）」においては、日本の高等教育は、少数のエリートを対象とした段階から、マスの段

階を経て、既に「同年代の若年人口の過半数が高等教育を受けるというユニバーサル段階に既

に突入」していることを指摘した上で、機能別分化について以下の通り記載している。 
 

・ 新時代の高等教育は、全体として多様化して学習者の様々な需要に的確に対応するため、

大学・短期大学、高等専門学校、専門学校が学校種ごとにそれぞれの位置付けや期待され

る役割・機能を十分に踏まえた教育や研究を展開するとともに、各学校種においては、個々

の学校が個性・特色を一層明確にしていかなければならない。 
 

・ 高等教育のうち、大学は、全体として、 

   ①世界的研究・教育拠点 

   ②高度専門職業人養成 

   ③幅広い職業人養成 

   ④総合的教養教育 

   ⑤特定の専門的分野（芸術、体育等）の教育・研究 

   ⑥地域の生涯学習の拠点 

   ⑦社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等） 

  等の各種の機能を併有する。各々の大学は、自らの選択に基づき、これらの機能の全てで

はなく一部分のみを保有するのが通例であり、複数の機能を併有する場合も比重の置き方

は異なるし、時宜に応じて可変的でもある。その比重の置き方がすなわち各大学の個性・

特色の表れとなる。各大学は、固定的な「種別化」ではなく、保有する幾つかの機能の間

の比重の置き方の違い（＝大学の選択に基づく個性・特色の表れ）に基づいて、緩やかに

機能別に分化していくものと考えられる。 

 

  「将来像答申」で提示した機能別分化の考え方は、大学の多様性を踏まえたものであり、こ

れからも維持していくべきものと考える。 
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■ 各大学においては、平成１７年の将来像答申からの経済社会の急速な変化や、１８歳人口

の減少を踏まえるとともに、将来のさらなる変化を見据え、大学が選択する機能とその比重

の置き方について改めて見直すことにより、自らの強みや独自性を意識した上で、将来の発

展の方向性を考えていくことが重要ではないか。 

 

■ その際、機能の選択と比重の置き方を考えるに際して、人材養成の観点から各機能を分か

りやすく集約し、例えば以下の３つの観点から検討し、大学として中軸となる「強み」や「特

色」をより明確にしていくことも考えられるのではないか。 

 

＜人材養成の３つの観点（イメージ図）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  ※「教育」「研究」「連携の効果」の内容は各大学で整理するものであり、上記のものは方向性のイメージ例。 

    留学生や社会人に関する政策を立案する際に、枠組みの考え方も考慮 

 

■ これらの人材養成の３つの観点については、学習者の目線で考えた場合も、学習者が自ら

の将来を描き、学びを進めていくために、各大学が養成する人材像をよりわかりやすく提示

していくとの点から望ましいのではないか。また、国としても、将来の日本を支える人材像

を明確にしていく点で有効ではないか。また、この枠組みは学習者に留まらず、大学外（企

業、地方自治体、高校等の生徒・保護者）から大学を理解・支援してもらう重要なツールに

もなり得るのではないか。 

 

■ 加えて、こうした枠組みで大学の人材養成の在り方を捉え直すことによって、担当等教員

の研究テーマに過度に限定された教育課程の編成など、研究に傾きがちと指摘されることも

ある大学教育の在り方を、学習者本位に見直す契機ともなるのではないか。 
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 ■なお、大学として中軸となる「強み」や「特色」をより明確にしていく前提として、全て

の大学で学生が密度のある学修（教育内容・学修時間・指導方法）を通じて付加価値を

付けることを徹底すべきではないか。 
 

➡制度・教育 WGで「教育課程の改善、指導方法の改善等の学修の質保証」及び「学

修成果の可視化と情報公開」について議論しており、一定の検討の方向性を提

示。今後は方向性に沿って詳細な議論を開始。 

 

２．連携方策 
 
   

 ■ 昨年１２月の「今後の高等教育の将来像の提示に向けた論点整理」では、地域の高等教育

機関が、産業界や地方公共団体とともに将来像の議論や具体的な交流等の方策について議論

する「地域連携プラットフォーム（仮称）」について提案しているが、その在り方の一つとし

て、より強い結びつきを持った「大学等連携推進法人（仮称）」の制度の創設を検討してはど

うか。 

 

＜大学等連携推進法人（仮称）イメージ＞ 
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 ■ 上記に加え、連携を推進する方策（単位互換制度と「自ら開設」の関係や、教員が一つの大

学に限り専任となる原則 等）も引き続き検討する。 
 

 ■ 連携を推進するための制度的なインセンティブについてどう考えるか。 
 

 ■  国立大学の一法人複数大学制の導入や私立大学の学部単位等での事業譲渡の円滑化

（※）の実現に向けて制度改正について検討する。加えて、国公私の設置主体の枠を超え

た統合の方策を検討してはどうか。 
 

＜国立大学の一法人複数大学＞             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※  私立大学の学部単位等での事業譲渡の円滑化については、１８歳人口の急激な減

少に対応し、各学校法人がその強みを生かし、弱みを補い合うために、高等教育の質

保証に十分留意しつつ、認可の仕組みについては基本的な枠組みを維持しながら、申

請に必要な書類の精選等、円滑化に向けた取組みを進める方向としてはどうか。 
 

＜私立大学の学部単位等での事業譲渡＞             
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前回（将来構想部会委員懇談会 平成 30年 3月 2日） 
における主な意見 

【資料2 前回の進学者数の推計を踏まえた今後の機能分化の方向性】 
 
 
 

・どのような高等教育機関があるのかということを明確にし、学生にとっては自分

がどこを目指して学修すれば良いのかということを分かりやすくするべき。また、

企業にとってはどの大学に投資をするべきかという判断ができるように、国公私

立を問わず分類を設けるための議論をすべき。 

 

・大学を単位にして分類することが果たして望ましいのか。学部によって異なるこ

とも考えられることから、複数の選択ができるようにするべきではないか。 
 

・大学単位で機能分化する考え方もあるが、大学と大学院の機能をどう考えるか。 
 

・機関としての大学をある程度分類したとしても、学生や教員の流動性を確保する

べきではないか。 

 

・枠組みを超えた多様な連携なども含め、もっと柔軟に考えてはどうか。 

 

・日本国内の大学の分類ではあるが、世界中に展開している高等教育機関との関係

でも考えないといけない。 
 

・日本の大学は純粋研究型であり、大学教育が大衆化している中で、社会のニーズ

に対応することができていない。教員の研究と教育を一致させる伝統的な教育傾

向にあり、そのような教育方法からヨーロッパ諸国が変化していく中、日本にお

いてどうあるべきか考えていく必要がある。 

 

・大学の教員が大学院の授業も行っており、それが教員の負担の原因の一つになっ

ていることを考えると、日本の大学の８割に大学院がある現状について、本当に

意味があるのか考える必要がある。 
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